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東京・大阪・名古屋のオフィス市場動向に関する予測推計の結果概要・2024 年版 

                                                                          2024 年 6 月 5 日  
 

オフィス市場動向研究会    

  一般財団法人日本不動産研究所 

        三鬼商事株式会社 

 
東京・大阪・名古屋のオフィス市場動向に関する予測推計の結果概要・2024 年版 

 
 概 要  

 

●東京ビジネス地区の予測結果 

・2023年は大量供給の市況への影響が懸念されていたが、好調な企業業績等を背景に新規需要

が喚起され、空室率は6.0％に低下。賃料は僅かな下落にとどまった。 

・2024年は新規供給が限られる見通しであり、空室率は5.4％まで低下。空室率の低下を受け、

賃料は上昇に転換。 

・2025年は大量供給が見込まれるものの、2023年以降の需要の増加傾向が継続し、空室率は4.7 

 ％に低下。5％を割り込む空室率の水準の下、賃料は引き続き上昇。2028年まで賃料の上昇傾

向は続く見通し。 

 

 
 
 
 （資料）2023年までの空室率は三鬼商事、賃料指数は日本不動産研究所が作成、それ以降は日本不動産研究所の予測値 

    (以下の表も同様) 

 

●大阪ビジネス地区の予測結果 

・2023年は新規供給が少なく、空室率は4.1％まで低下。賃料は僅かではあるが上昇に転換。 

・2024年は過去最大規模の新規供給となる見通しであり、地区外からの大口の移転需要等が見

込まれるものの、空室率は6.3％まで上昇し、賃料は下落に転換。 

・2025年も比較的高水準の新規供給が続く見通しであるが、新規需要が喚起されることで空室

率は5.7％に低下。賃料は僅かに上昇。 

・2026年は新規供給が限られる見通しで、空室率は4.6％に低下。賃料は上昇基調で推移。 

 

 

 

 

●名古屋ビジネス地区の予測結果 

・2023年は大量供給の市況への影響が懸念されていたが、地区外からの移転需要等もあり、空室率

は前年並みにとどまったものの、賃料は僅かに下落した。 

・2024年は平年並みの新規供給の下、空室率は4.6％に低下し、賃料は横ばいで推移。 

・2025年はさらに新規供給が減少する見通しで、空室率は3.4％まで低下し、賃料は上昇に転換。 

・2026年は大量供給が見込まれているが、地区外からの流入等の需要が喚起されることで空室率は

2.8％に低下すると予測。ただし、新規供給を需要が吸収しきれない可能性も残る。 

 

 

 

 

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年
オフィス賃料指数 120.7 127.9 131.5 110.8 109.3 108.7 109.7 112.7 117.7 123.0 126.8

変動率 6.3% 5.9% 2.9% -15.7% -1.4% -0.5% 1.0% 2.7% 4.4% 4.5% 3.1%
空室率（％） 1.9 1.6 4.5 6.3 6.5 6.0 5.4 4.7 4.0 3.6 3.5

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
オフィス賃料指数 100.5 107.4 115.9 126.0 134.5 126.6 126.3 126.6 124.7 125.0 127.7

変動率 4.9% 6.8% 7.9% 8.8% 6.7% -5.9% -0.2% 0.2% -1.5% 0.2% 2.2%
空室率（％） 5.2 3.7 2.8 1.8 3.4 4.5 5.1 4.1 6.3 5.7 4.6

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
オフィス賃料指数 103.6 107.1 111.8 117.7 125.0 115.5 115.2 114.7 114.8 117.0 119.4

変動率 3.1% 3.3% 4.5% 5.3% 6.1% -7.6% -0.2% -0.4% 0.1% 1.9% 2.1%
空室率（％） 6.2 4.3 2.7 1.9 3.8 5.6 5.5 5.5 4.6 3.4 2.8
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東京・大阪・名古屋のオフィス市場動向に関する予測推計の結果概要・2024 年版 

１．調査結果 

東京・大阪・名古屋のビジネス地区＊におけるオフィス賃料等の予測結果は以下のとおりである。日本経済

研究センターの中期経済予測の標準シナリオに合わせて予測を行った。 

 ＊東京ビジネス地区(都心 5 区)：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区 

  大阪ビジネス地区(主要 6 地区)：梅田、南森町、淀屋橋・本町、船場、心斎橋・難波、新大阪地区 

  名古屋ビジネス地区(主要 4 地区)：名駅、伏見、栄、丸の内地区 

 

１）東京ビジネス地区 

・2023 年は大量供給の市況への影響が懸念されていたが、好調な企業業績等を背景に新規需要が喚起

され、空室率は 6.0％に低下した。そのため、賃料は前年比 0.5％下落と下落幅が縮小した。 

・2024 年は新規供給が限られる見通しであり、空室率は 5.4％まで低下する。空室率の低下を受け、賃

料は前年比 1.0％上昇に転換する。 

・2025 年は大量供給が見込まれるものの、2023 年以降の需要の増加傾向が継続し、空室率は 4.7％に

低下する。5％を割り込む空室率の水準の下、賃料は前年比 2.7％上昇と引き続き上昇する。 

・その後も 2028 年まで上昇傾向が続き、2028 年末には賃料指数で 126.8 となり、直近ボトムの 2023

年（108.7）から約 17％上昇する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料）2023 年までの空室率は三鬼商事、賃料指数は日本不動産研究所が作成、それ以降は日本不動産研究所の予測値。 

 

２）大阪ビジネス地区 

・2023 年は新規供給が少なく、空室在庫の消化が進み、空室率は 4.1％まで低下した。賃料は前年比で

0.2％上昇と僅かではあるが上昇に転換した。 

・2024 年は過去最大規模の新規供給となる見通しであり、地区外からの大口の移転需要等が見込まれ

るものの、空室率は 6.3％まで上昇する。賃料は下落に転換するが、前年比 1.5％下落と、小幅な下

落にとどまる。 

・2025 年も比較的高水準の新規供給が続く見通しであるが、新規需要が喚起されることで空室率は 5.7

％に低下。賃料はほぼ横ばいながら前年比で 0.2％上昇する。 

・2026 年は新規供給が限られる見通しで、空室率は 4.6％に低下して、賃料は前年比 2.2％上昇する。 

 

2008年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年
オフィス賃料指数 148.5 120.7 127.9 131.5 110.8 109.3 108.7 109.7 112.7 117.7 123.0 126.8

変動率 4.2% 6.3% 5.9% 2.9% -15.7% -1.4% -0.5% 1.0% 2.7% 4.4% 4.5% 3.1%
空室率（％） 4.7 1.9 1.6 4.5 6.3 6.5 6.0 5.4 4.7 4.0 3.6 3.5
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東京・大阪・名古屋のオフィス市場動向に関する予測推計の結果概要・2024 年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （資料）2023 年までの空室率は三鬼商事、賃料指数は日本不動産研究所が作成、それ以降は日本不動産研究所の予測値。 

 

３）名古屋ビジネス地区 

・2023 年は大量供給の市況への影響が懸念されていたが、地区外からの移転需要等もあり、空室率は

前年並みにとどまったものの、賃料は前年比 0.4％下落と僅かに下落した。 

・2024 年は平年並みの新規供給の下、空室率は 4.6％に低下し、賃料は横ばいで推移する。 

・2025 年はさらに新規供給が減少する見通しで、空室率は 3.4％まで低下し、賃料は前年比で 1.9％上

昇する。 

・2026 年は大量供給が見込まれているが、地区外からの流入等の需要が喚起されることで空室率は 2.8

％に低下すると予測する。ただし、新規供給を需要が吸収しきれない可能性も残る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 （資料）2023 年までの空室率は三鬼商事、賃料指数は日本不動産研究所が作成、それ以降は日本不動産研究所の予測値。 

2008年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
オフィス賃料指数 129.7 100.5 107.4 115.9 126.0 134.5 126.6 126.3 126.6 124.7 125.0 127.7

変動率 2.2% 4.9% 6.8% 7.9% 8.8% 6.7% -5.9% -0.2% 0.2% -1.5% 0.2% 2.2%
空室率（％） 6.8 5.2 3.7 2.8 1.8 3.4 4.5 5.1 4.1 6.3 5.7 4.6

2008年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
オフィス賃料指数 126.6 103.6 107.1 111.8 117.7 125.0 115.5 115.2 114.7 114.8 117.0 119.4

変動率 1.0% 3.1% 3.3% 4.5% 5.3% 6.1% -7.6% -0.2% -0.4% 0.1% 1.9% 2.1%
空室率（％） 8.5 6.2 4.3 2.7 1.9 3.8 5.6 5.5 5.5 4.6 3.4 2.8
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東京・大阪・名古屋のオフィス市場動向に関する予測推計の結果概要・2024 年版 

２．調査方法 

 

東京ビジネス地区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）のオフィスビル(延床面積 3,000 ㎡以

上)、大阪ビジネス地区（梅田、南森町、淀屋橋・本町、船場、心斎橋・難波、新大阪地区）のオフィス

ビル(延床面積 1,000 坪以上) 、名古屋ビジネス地区（名駅、伏見、栄、丸の内地区）のオフィスビル(延

床面積 500 坪以上) の 2001～2023 年の成約事例データをもとに、以下の手順で賃料及び空室率の動向を

予測推計した。 

 

①  賃料指数の作成（ヘドニック型指数の作成） 

成約事例データ等をもとに、共益費込み賃料のヘドニック分析を行い、その結果を利用してヘドニッ

ク型の賃料指数を作成。 

②  オフィス賃料変動モデルの構築（マクロ計量モデルの応用） 

実質 GDP 等の経済指標を使って空室率及び賃料指数を求める式を推定し、これらを組み合わせたモデ

ルを構築。 

③  オフィス賃料の予測 

日本経済研究センターによるマクロ経済の将来見通しを採用し、三鬼商事から提供された新規供給

データ（公表値）を利用して、上記②モデルで空室率及び賃料の動向を予測推計。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先： 一般財団法人日本不動産研究所 研究部 山下、康 

          電話：03-3503-5335     http://www.reinet.or.jp/ 

 

■本資料の記載内容(図表、文章を含む一切の情報)の著作権を含む一切の権利は一般財団法人日本不動産研究所に属します。 

 また記載内容の全部又は一部について、許可なく使用、転載、複製、再配布、再出版等をすることはできません。 

■本資料は作成時点で、日本不動産研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に

対する責任を負うものではなく、今後の見通し、予測等は将来を保証するものではありません。また、本資料の内容は予告

なく変更される場合があり、本資料の内容に起因するいかなる損害や損失についても当研究所は責任を負いません。 


